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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,414,463 6,414,933

当期変動額   

新株の発行 470 －

当期変動額合計 470 －

当期末残高 6,414,933 6,414,933

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 6,328,437 6,328,905

当期変動額   

新株の発行 468 －

当期変動額合計 468 －

当期末残高 6,328,905 6,328,905

資本剰余金合計   

前期末残高 6,328,437 6,328,905

当期変動額   

新株の発行 468 －

当期変動額合計 468 －

当期末残高 6,328,905 6,328,905

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 45,000 45,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 45,000 45,000

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,000,000 2,000,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,000,000 2,000,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 4,313,488 5,677,244

当期変動額   

剰余金の配当 △669,222 △669,262

当期純利益又は当期純損失（△） 2,032,978 △18,838,103

当期変動額合計 1,363,756 △19,507,365

当期末残高 5,677,244 △13,830,120

利益剰余金合計   

前期末残高 6,358,488 7,722,244

当期変動額   

剰余金の配当 △669,222 △669,262

当期純利益又は当期純損失（△） 2,032,978 △18,838,103

当期変動額合計 1,363,756 △19,507,365

当期末残高 7,722,244 △11,785,120
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △379 △379

当期変動額   

自己株式の取得 － △6

当期変動額合計 － △6

当期末残高 △379 △385

株主資本合計   

前期末残高 19,101,009 20,465,703

当期変動額   

新株の発行 938 －

剰余金の配当 △669,222 △669,262

当期純利益又は当期純損失（△） 2,032,978 △18,838,103

自己株式の取得 － △6

当期変動額合計 1,364,694 △19,507,371

当期末残高 20,465,703 958,332

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 162,223 △155

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △162,378 2,863

当期変動額合計 △162,378 2,863

当期末残高 △155 2,708

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △28,760 △29,809

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,049 △9,764

当期変動額合計 △1,049 △9,764

当期末残高 △29,809 △39,574

評価・換算差額等合計   

前期末残高 133,462 △29,964

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △163,427 △6,901

当期変動額合計 △163,427 △6,901

当期末残高 △29,964 △36,865

純資産合計   

前期末残高 19,234,472 20,435,738

当期変動額   

新株の発行 938 －

剰余金の配当 △669,222 △669,262

当期純利益又は当期純損失（△） 2,032,978 △18,838,103

自己株式の取得 － △6

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △163,427 △6,901

当期変動額合計 1,201,266 △19,514,272

当期末残高 20,435,738 921,466
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平成２０年６月２６日

株 式 会 社 新 日 本 建 物 

 取 締 役 会 御 中 
  

  

  
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社新日本建物の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社新日本建物及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
 

新 日 本 監 査 法 人

指 定 社 員  
公認会計士 小 森 幹 夫 

業務執行社員  

指 定 社 員  
公認会計士 永 澤 宏 一 

業務執行社員  

指 定 社 員  
公認会計士 上 林 礼 子 

業務執行社員  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管している。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成２１年６月２５日

株 式 会 社 新 日 本 建 物 

 取 締 役 会 御 中 
  

  

  
 

  
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社新日本建物の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社新日本建物及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当連結会計年度において営業損失

16,420,511千円、経常損失16,177,922千円、当期純損失18,909,222千円を計上し、また、一部のプロジ

ェクト融資について当初条件通りの弁済が困難となる可能性も予想される状況にあり、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当

該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不

確実性の影響は連結財務諸表に反映されていない。 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員  
公認会計士 小 森 幹 夫 

業務執行社員  

指定有限責任社員  
公認会計士 永 澤 宏 一 

業務執行社員  

指定有限責任社員  
公認会計士 上 林 礼 子 

業務執行社員  
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２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当連結会計年度か

ら、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２１年６月２４日開催の取締役会において、第三

者割当の方法による新株式及び新株予約権発行を決議した。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社新日

本建物の平成２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から

内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽

の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社新日本建物が平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成２０年６月２６日

株 式 会 社 新 日 本 建 物 

 取 締 役 会 御 中 
  

  

  
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社新日本建物の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第２４期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社新日本建物の平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
 

新 日 本 監 査 法 人

指 定 社 員  
公認会計士 小 森 幹 夫 

業務執行社員  

指 定 社 員  
公認会計士 永 澤 宏 一 

業務執行社員  

指 定 社 員  
公認会計士 上 林 礼 子 

業務執行社員  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管している。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成２１年６月２５日

株 式 会 社 新 日 本 建 物 

 取 締 役 会 御 中 
  

  

  
 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社新日本建物の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第２５期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について

監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社新日本建物の平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当事業年度において営業損失15,834,574

千円、経常損失15,649,828千円、当期純損失18,838,103千円を計上し、また、一部のプロジェクト融資

について当初条件通りの弁済が困難となる可能性も予想される状況にあり、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記

載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は

財務諸表に反映されていない。 

２．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」を適用している。 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員  
公認会計士 小 森 幹 夫 

業務執行社員  

指定有限責任社員  
公認会計士 永 澤 宏 一 

業務執行社員  

指定有限責任社員  
公認会計士 上 林 礼 子 

業務執行社員  
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３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２１年６月２４日開催の取締役会において、第三

者割当による新株式及び新株予約権発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 株式会社新日本建物 

【英訳名】 SHIN-NIHON TATEMONO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼社長執行役員  壽 松 木 康 晴 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区霞が関三丁目２番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社新日本建物北関東支店 

 （埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目７番地５） 

 株式会社ジャスダック証券取引所 

 （東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号） 



代表取締役社長兼社長執行役員壽松木康晴は、当社及び連結子会社の財務報告に係る内部統制の整備及

び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準

並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されて

いる内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成するものであることから、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成２１年３月３１日を基準日として行わ

れており、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

しております。 

  本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象となる業務プロセスを選定しております。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。 

  財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影

響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額

的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社２社を対象として行った全社的な

内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しております。な

お、連結子会社５社については、金額的及び質的影響の重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な

内部統制の評価範囲に含めておりません。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる事業拠点を「重要な事業拠点」としております。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目

的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及びたな卸資産に至る業務プロセスを評価の対象として

おります。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲につい

て、財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスについては個別に評価対象に追加しており

ます。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社及び連結子会社の財務報告に係る内部統制は有

効であると判断しております。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】



該当事項はありません。 

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 株式会社新日本建物 

【英訳名】 SHIN-NIHON TATEMONO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼社長執行役員  壽 松 木 康 晴 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区霞が関三丁目２番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社新日本建物北関東支店 

 (埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目７番５号) 

 株式会社ジャスダック証券取引所 

 (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 



当社代表取締役社長壽松木 康晴は、当社の第25期(自平成20年４月１日 至平成21年３月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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